令和７年度　東御市防災訓練計画概要

１　目　的　
令和６年は４５の都道府県で1,433件の土砂災害が発生し、死者56人、人家被害705戸の被害が生じた。そのうち石川県では1月に発生した能登半島地震、さらには9月の大雨による土砂災害でも甚大な被害を生じ、多くの犠牲者が発生するとともに、現在に至っても住民の日常生活に支障をきたす結果となっている。

東御市では、令和元年の東日本台風災害が記憶に新しいが、それ以降大規模な災害は発生していない状況である。しかし、ハザードマップで示すとおり浸水や土砂災害の警戒すべき区域は多く存在するので、風水害を含め自然災害が発生した際の、ある程度の被害を想定し、行動に結びつけるためにも日頃から防災意識を持つ必要がある。

本訓練では、台風等の風水害を想定し、市民が適切な避難行動や市との情報伝達の確立をはじめ、地域における自主防災組織の強化、避難所開設時の初動態勢、土砂災害等の地域に潜む危険要素を確認することを通じて、市民の防災意識の高揚を図り、安全・安心のまちづくりに資することを目的とする。

２　実施日時
　　　令和７年８月３１日（日）　午前７時３０分から　（雨天決行）

３　訓練会場
　　　市内全域

４　主　催

　　　東御市

５　参加及び協力機関
　　　区、消防団、エフエムとうみ、上田ケーブルビジョン

６　災害想定

　　　台風の接近に伴い、８月２９日から降り始めた雨は、２日間にわたり降り続き、市内に「大雨警報（土砂災害）」が発表されている。さらに３１日未明から急激に強まり、「洪水警報」も発表となる。千曲川の氾濫や傾斜地での土砂崩落などの危険性が高まり、消防団及び区消防防災班は、管轄区域内の危険箇所及び中小河川の点検を実施し警戒を行うとともに避難所を開設する状況となった。
７　主な訓練内容
1 情報発信・伝達・収集訓練

・防災ラジオ等による災害情報の発信・伝達（全市民）

　　　・Eメールによる区消防防災班と市災害対策本部との情報伝達・収集
②安否確認や避難訓練（各区）

　　　※各区公民館や隣組避難場所等への避難訓練の実施。

（例） ・要配慮者等の安否確認及び避難支援
　　　 ・安全な避難経路、避難場所の点検や確認　など
③ハザードマップの確認（各区）　

　　　（例）　・土砂災害警戒区域や浸水想定区域の確認
　　　　　　　・指定避難所の確認　など

　　④消防防災班と消防団と連携し、各区の実情に即した訓練の実施（各区）
　　　（例）初期消火訓練、土のう作成訓練、応急担架作成訓練、炊き出し訓練など
　　⑤巡視（※詳細は後日決定します。）
　　⑥市災害対策本部訓練（市職員対象）
　　　・災害対策本部設置訓練
　　　・市職員非常連絡訓練（全職員に緊急連絡網により連絡確認）
      ・市職員招集訓練（部長・課長・係長招集により各種対応）

　　　・各課想定訓練
　　⑦その他（市職員対象）
・避難所開設訓練

・個別避難計画に基づく避難訓練（福祉課）

８　訓練概要等

　　　　　　 「大雨警報（土砂災害）」は既に発表

７時30分　　 訓練周知

　　　　　　 「洪水警報」

７時40分 　　警戒レベル3高齢者等避難

７時50分　　「土砂災害警戒情報」

　　 警戒レベル4避難指示

８時00分　　「試験放送」

避難訓練（各種訓練）、安否確認

８時30分    「各警報」解除

「危険な状態からの脱出」、「被害状況確認」

８時35分　　「警戒レベル4避難指示」解除

訓練状況報告

８時50分　　「各区解散」訓練終了

（時刻は目安で進行状況により前後することがあります。）

９　訓練の中止（日程を延期して実施は致しません。）

　・訓練当日、気象警報等が発表され災害発生の危険が高まった場合

　・訓練当日までに市内で大規模な災害が発生し、応急対応や災害復旧が行われて

いる場合や台風などの発生により訓練実施が不可能と判断した場合
10　訓練中止の連絡

訓練中止の場合は、エフエムとうみ、とうみeなび及び市公式LINEなどを通じ市民に中止の情報伝達を行い、各区長にはEメールによる連絡をいたします。

11　その他

　・備蓄食料の配布については、本年度は北御牧地区が対象です。
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